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はじめに

情報通信技術は、私たちの生活に必要不可欠
な社会基盤となりつつあります。そして、これ
を活用したサービスとして、国民の利便性の向
上、行政運営の簡素化を目指した電子自治体・
電子政府に関する取り組みが各行政機関で進
められています。

その電子自治体・電子政府の実現に向けた
取り組みの中で、注目を集めているのがオー
プンソース・ソフトウェアの活用です。本稿で
は、オープンソース・ソフトウェアについて解
説し、行政機関におけるオープンソース・ソフ
トウェア活用の現状や課題を紹介します。

オープンソース・ソフトウェアについて

オープンソース・ソフトウェアとは、簡単に
いうと、そのソフトウェアの設計図にあたる
ソースコードが公開され、誰でも自由に改変
することができるソフトウェアのことをさし
ます。オープンソース・ソフトウェアの厳密な
定義は、オープンソース・ソフトェアを推進す
るOSI（Open Source Init iat ive）のウェブサイ
ト（http://www.opensource.org/docs/def

inition.html）から入手することが可能です。

代表的なオープンソース・ソフトウェアには、
コンピュータの基本ソフト（Operat ing Sys-

tem; OS）であるLinuxや、ウェブサーバであ
るApacheがあります。また、オープンソース・
ソフトウェアを使っている著名なウェブサイト
には、検索エンジンのGoogle（Linux）とポー
タルサイトのYahoo（FreeBSD）があります。

オープンソース・ソフトウェアという用語が
登場したのは、1990年代の後半ですが、それ
以前からソースコードの公開や自由な配布は
「フリーソフトウェア」として広く行われてき
ました。特に、計算機科学の分野では、研究者

の間でソフトウェアを共有することが一般的で
した。そして、インターネットに関連した分野
では、さまざまなソフトウェアを開発者が共同
で手作りしていたこともあり、この分野では、
オープンソース・ソフトウェアが広く使われて
います。図1および図2に、英国のNetcraft社
によるウェブサーバで使われているソフトウェ
アのシェア調査結果を示します。
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図 2. ウェブサーバOSのシェア

政府機関などの状況

オープンソース・ソフトウェアの認知度が高
まる中、世界中の国々で、政府レベルでオープ
ンソース・ソフトウェアを採用したり、積極的
に推進する動きが出ています。この一年ほどの
間に、20を越える政府機関で、オープンソー
ス・ソフトウェアの使用を規定する法案などが
70件近く可決、あるいは提案されています。こ
のようにオープンソース・ソフトウェアが採用
されている背景には、初期導入コストの大幅な
削減だけでなく、機能性・信頼性・相互運用性

大阪府立産業技術総合研究所 〒594-1157  和泉市あゆみ野2丁目7番1号
Phone: 0725-51-2525http://tri-osaka.jp/

http://tri-osaka.jp/


の向上や特定のソフトウェアへの依存を回避す
ることなどがあると指摘されています。

西欧やアジアの国々に比べると、わが国での
オープンソース・ソフトウェアの利用は遅れて
いるといわれていますが、さまざまな行政機関
でオープンソース・ソフトウェアの採用がはじ
まりつつあります。政府レベルでも、基幹シス
テムへの導入が検討されています。人事院が、
全省庁の人事・給与システムの有力な候補の一
つとして、Linuxの採用を検討しているという
新聞報道がありました。

一方、地方自治体に目を向けると、次のよ
うな事例があります。長崎県は、オープンソー
ス・ソフトウェアを利用した自治体システム
に関するビジネスモデル特許を出願していま
す。また、沖縄県でも、財務会計に関するシ
ステムの一部に、Linuxを採用しています。そ
して、IT特区である兵庫県洲本市では、オー
プンソース・ソフトウェアを使ったシステム開
発支援のプロジェクト（OSCA; Open Source

Community in Awaji）をスタートさせました。
東京都目黒区では、安定性やセキュリティの高
さから、庁内のグループウェアにLinuxを導入
しています。このように、国や地方自治体にお
いても、オープンソース・ソフトウェアはシス
テム構築の選択肢の一つとなっています。

また、関西地区においては、地元の公共団体
が後援し、学術研究機関や企業、オープンソー
スのコミュニティが集う「関西オープンソー
ス+フリーウェア」というイベントが開催され
るようになりました。

大阪府立産業技術総合研究所における取り組み

大阪府立産業技術総合研究所では、1996年
の和泉市への移転時にインターネットの利用
を開始しました。このときから、電子メールや
ウェブなどのインターネットサービスの基盤と
して、オープンソース・ソフトウェアを利用し
ています。

また、2004年度から、研究所の基幹業務シ
ステムをApacheや PostgreSQL、PHPといっ
た、オープンソース・ソフトウェアをベースと
したシステムに移行します。さらに、大学と
の共同研究や企業からの受託研究においても、

オープンソース・ソフトウェアを活用してい
ます。
職員が直接利用するソフトウェアでは、オー

プンソース・ソフトウェアはまだまだ少数派で
すが、ネットワーク関連のサーバソフトウェア
などは、その大多数がオープンソース・ソフト
ウェアです。今後は、独立行政法人産業技術総
合研究所で研究が行われているオープンソー
ス・ソフトウェアの実証実験などの成果を取り
入れ、クライアント環境においてもオープン
ソース・ソフトウェアの導入を視野に入れた取
り組みを行うことを考えています。

オープンソース・ソフトウェアの今後と課題

インターネットが研究者たちだけのものか
ら、社会基盤にまで成長したように、オープン
ソース・ソフトウェアも、これからさまざまな
分野でより広く利用されるようになるのでは
ないでしょうか。
一方、オープンソース・ソフトウェアには、

アプリケーションソフトが少ない、サポートで
きる技術者がまだまだ少ないといった課題も
残っています。今後はオープンソース・ソフト
ウェアを使いこなせる技術者や利用者を増やす
ための人材育成などが必要でしょう。そして、
オープンソース・ソフトウェアのライセンスに
は、さまざまなものがあり、オープンソース・
ソフトウェアの普及や利用に関しては、計算機
技術者だけでなく、法的な分野にも詳しい人材
が求められています。
大阪府立産業技術総合研究所では、オープ

ンソース・ソフトウェアに関する技術的なサ
ポートを行っています。オープンソース・ソフ
トウェアについて、技術的な課題や疑問などが
ございましたら、お気軽にご相談ください。
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